退職金

田添　正寿
〔1〕 退職金の性格

（1） 功績報奨説・・・・・従業員の功績に対する報奨

（2） 生活保障説・・・・・退職後の生活の安定を図るために支給されるもの

（3） 賃金後払い説・・・・・そのつど支払われるべき賃金が蓄積されて退職時にまとめて支給されるもの

（4） 労務管理説・・・・・従業員の採用対策、定着対策、長期勤続促進のために設置されている
〔2〕 昨今の退職金制度事情、問題点

（1） 定年退職者急増時代

　　　　　　　　↓

　　　　退職金倒産の可能性　

（2） 年功序列賃金による退職金債務の増大

　　　　　　　　↓

　　　　成果主義・貢献度反映型退職金制度へ

（3） 労働市場の流動化

　　　　　　　　↓

　　　　従来型退職金の長期勤続優遇のしくみから401Kのようなポータビリティー性のある制度へ

（4） 退職金の原資確保難

　　　　　　　　↓

　　　不景気による運用悪化＝厚生年金基金等の解散

（5） 会計基準の変化

　　　　　　　　↓

　　　2001年3月期決算から導入された退職給付会計＝退職給付債務の表示

（6） 退職金に関する法律改正等

　　　　　　　　↓

　　　適格退職金制度の廃止・確定給付企業年金法および確定拠出年金法の制定

（7） 企業組織再編

　　　　　　　　　　↓

　　　　　M&A、合併、会社分割などに対応できる退職金制度への必要性

〔3〕 退職金制度の種類　
（１）退職金制度の分類
1.支払による分類

· 退職一時金制度
従業員が退職した後に退職金を一時金で支払うもの
①基本給連動型
②別テーブル方式
③定額方式
④点数方式（ポイント制）
　　①の基本給連動型（賃金リンク型）が約7割
　　　　②～④の賃金非連動型が約3割　　　　　　　　＊資料A
· 退職（企業）年金制度
従業員が退職後に年金で退職金を受け取るもの
①税制適格退職年金
②厚生年金基金
③確定給付企業年金
④企業型確定拠出年金　　　　　　　　　　　　
2.原資確保による分類

· 社内積立型
社内積立型とは、退職金の支給原資を社内に積立てる方式

· 社外積立型
　　社外積立型とは、退職金の支給原資を社外に積立てる方式
①適格退職年金
②厚生年金基金
③確定給付企業年金
④企業型確定拠出年金
⑤中小企業退職金共済
⑥特定退職金共済

（2） 基本給連動型退職金
基本給連動型退職金とは、退職時の基本給に、勤続年数に応じて定めた支給係数と退職事由係数を乗じて算出する退職金制度
「退職時の基本給×支給係数×退職事由係数」　　　　　　＊資料B
メリット
· 勤続年数が長くなるほど退職金の金額も高くなるため、従業員の長期定着を図る効果を持つ
· 退職金額の算出が簡便
　　　　　デメリット
· 従業員の高齢化に伴って、企業は膨大な退職金原資を準備しなければならない
· 在職中の功績や企業への貢献度が退職金にほとんど反映されない
（3） 別テーブル方式退職金
　　　別テーブル方式退職金制度とは、退職金算定基礎額を定めた独自のテーブルに勤続年数などを乗じて退職一時金を算出する方式
別テーブル方式の退職金制度の種類
1.基本給テーブル凍結型
　　ある時点で、退職金の算定基礎となる賃金表（基本給テーブル）の書換を凍
結するもの
2.第二基本給型
退職金算定のために基本給を分割し、退職金算定の基礎となる基本給テーブルを別に作成するもの
3.新規テーブル作成型
新規に退職金算定基礎額テーブルを作成するもの
メリット
・基本給連動型退職金制度の年功的要素を払拭することができる
・退職金原資の膨張を回避することができる
デメリット
· 合理的で納得のいくものでなければ、不公平となる

（4） 定額方式退職金制度
勤続年数に応じて、定額の退職金を支払う制度で、勤続年数別の退職金支給額表に基づいて退職金を支給する制度
メリット
· 退職金支給額表によって退職金の支給額が把握できるため、従業員に分かりやすい
· 退職金原資との比較が容易にできる
· 退職金の管理がしやすい
　　　　　　　デメリット
· 長く勤めた者ほど、多くの退職金を受け取ることができるため、個人の業績や企業への貢献度が反映されない。　　　　　　　＊資料A
（5） ポイント制退職金制度
ポイント制退職金制度とは、退職金の算定基礎を賃金から引き離し、算定基礎に一定のルールによってあらかじめ定められたポイント（点数）と、ポイント単価を用いて退職金を算定する退職制度　　　　　　（後述）
（6） 社外積立型退職一時金制度
・中退共制度
・特退金制度
・小規模企業共済　　　　　　　　　　　　　　　
（7） 企業年金制度
・適格退職年金
・.厚生年金基金
・.確定給付企業年金
・.企業型確定拠出年金
（8） 選択型退職金制度
　　選択型退職金制度とは、退職金前払い制（月額給与や賞与等で現金給付する）か退職後給付かなどの選択ができる制度（退職一時金や企業型確定拠出年金などの企業年金を選択できる場合もある）である。
　・退職金前払い制度　　（後述）　　　　　　　　　　　　　　

　（９）新しい選択型退職金制度
日立型選択制の特徴
1 退職一時金に賞与考課を反映させたポイント制を導入
2 退職一時金の二分の一について、前払い（現金給付）か確定拠出年金かのどちらかを選択できる
3 前払い選択性は、過去分を現金で一括清算し、確定拠出年金選択者には、年金資産に8年かけて分割移行すること
ユニチャーム型
1 退職ポイントの前払い選択制を導入し、毎年1回退職金前払い選択の申し込みを受付ける。1度、前払い制を選択した者は、退職時給付には戻れない。
2 前払い選択者には、毎年の退職ポイントを翌年度の賞与時に支給する方法
3 過去分の退職金は、前払い選択初年度に一括清算する方式（この場合には、所得税と社会保険料負担増への補填として、一律30万円を上乗せする。）と、退職時まで受取を繰延べる方式のいずれかを選択することができる。
〔４〕退職金制度の制度変更と新制度の設計上の諸問題
（１）退職金制度変更と新制度設計の留意点
退職金制度の変更または新制度の導入にあたって留意すべき点は、目的の明確化、法令の規制および新会計基準への対応、退職金水準の検討、移行時の従業員の既得権の保障などがある。
1. 目的の明確化

· 勤続累進型の制度を廃し、功労報奨的要素を加味した貢献度重視型の退職金制度を確立することによる企業の活性化
· 退職金算定基礎を基本給リンク型から非リンク型に変更することによって、労務厚生の高齢化・定年延長などに伴って増大する退職金負担を軽減する
· 社内積立型から社外積立型に、また退職一時金制度から企業年金制度に転換する
2.法への規制等への対応

・労働基準法89条　　　就業規則に定めなければならない。
・賃金の支払の確保等に関する法律5条　　退職金支払額の保全措置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊資料C、D
3.新会計基準への対応
· 現時点でいくらの積立が必要か
· 実際にどれだけ積立てられているか
　　　　　　　　　　　　　　財務諸表へ明記
4.退職金水準の検討
従業員のリタイア後の生計費補助や在職中の功労報奨等を目的とした退職金水準を調査・分析するとともに、あるべき水準について世間相場や生涯賃金を用いて比較検討する必要あり。　
　　退職金前払い制度と退職年金制度を選択できる制度を導入する場合には、どちらを選択しても、生涯賃金に制度上の不公平がないよう配慮することが重要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊資料E、F　　
5.シミュレーション
モデル退職金カーブを作成して、原稿退職金制度における退職金支給額や同規模・同業種の他社の退職金水準との対比分析などを行う　　　＊資料G、H

6.既得権の保障（不利益変更の回避）
　　退職金の支給要件の一方的な変更は、労働条件の不利益変更として争いとなることがある。
　　変更する場合には、「今退職したら得られたであろう退職金の金額を下回らない」ように設計しなければならない。
　　やむを得ず、退職金制度を変更する場合には
· 既得の権利を侵害しないようにすること
· 労働組合がある場合には労働組合の同意を得ること、労働組合がない場合には、可能な限り従業員個々の同意を得ること
· 代替措置を設けること
· 変更にあたっては、経過措置を設けて不利益変更のショックを緩和すること
7.生涯賃金とは
標準的な従業員が新卒で入社してから定年退職までに受け取る賃金（賞与、退職金なども含む）の総合計をいう。
8.モデル退職金とは
　　　モデル退職金カーブとは、年齢、勤続などからみて標準的な従業員に支払われる標準的な退職金を年齢別にプロットし、折れ線グラフにあらわしたもの。
9.定年延長に伴う退職金の増加抑制の対策と制度変更
定年延長に伴う再雇用の場合には、いったん定年で退職し、退職金を清算するので、再雇用後に新たに退職金を支払うこととしない限り、退職金原資は増加しませんが、定年延長の場合には、退職金制度を変更しない限り、退職金額が延長した年数に応じて増加し、企業の収支を圧迫する可能性がある。
　退職金原資の増加抑制のために
· 退職金の算定基礎となる基本給等の算定基礎額を延長前の定年到達時の額におさえる
· 勤続年数の計算を現行定年到達後は加算しない
· 現行定年到達時点で、退職金の額を確定し、それ以降は加算しない。
＜労働条件の不利益変更＞　
　　　　　労働基準法では、退職金も賃金の一種
　　　　　　　　　　
　　労働に対する賃金と同様、すでに発生した退職金は保障されなければならない
退職金に関する不利益変更をめぐる判例
　　退職金も労働基準法第11条に定める賃金に他ならないから、退職金に対する労働者の権利性を強く指摘し、一方的な不利益変更を認めないこととしている。
· 退職金の減額に関する就業規則の変更を認めなかった判例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　使用者が退職金に関する就業規則を変更し、従来の基準より低い基準を定めることを是認し、その効力が全労働者に及ぶとすれば、既往の労働の代償たる賃金について使用者の一方的な減額を肯定するに等しい結果を招くのであって、このような就業規則の変更は、たとえ使用者に経営不振等の事情があるにしても、労働基準法の趣旨に照らし、到底合理的とみることはできない。
　　　　　　　（大阪日日新聞退職金請求事件　Ｓ45.5.28）
· 退職規程の変更は有効なものとした判例
　　　　
　　　　　　退職規程変更によって被った原告の不利益の程度、本件退職規程変更の必要
性、他の労働条件の改善内容を総合して考慮するならば、本件退職規程変更に
より職員が被る不利益な変更後の一定の短期間内に限って生ずるもので、かつ、
その不利益の程度もわずかなものである。」　　
　　　　　　　（空港環境整備協会事件　　Ｈ.6.3.31）
· 労働条件の変更が合理的なものであるかどうかの判断基準
1 就業規則の変更によって労働者が被る不利益の変更の程度
2 使用者側の変更の必要性の内容・程度
3 変更後の就業規則の内容自体の相当性
4 代替措置その他関連する他の労働条件の改善状況
5 労働組合等との交渉の経緯
（2） 他の労働組合または他の従業員の対応　　　　

（3） 早期退職優遇制度における退職金等の優遇措置
早期退職優遇制度には、選択定年制と希望退職（優遇）制度がある。この二つは、いずれも、定年前の一定の年数に達したものに、退職金などの優遇措置を設けて早期退職を奨励する制度。
　　　　1.選択定年制
　　　主として、企業の年齢構成を一定に保つとともに、従業員の新陳代謝を図ることを目的として、一定の年齢に達したときに退職を希望した者のみを対象に、退職金の上乗せなどの優遇措置を講じ、定年前の早期退職を奨励する制度。　
2.希望退職（優遇）制度
事業構造の再構築（リストラクチャリング）戦略の一環として、人員削減（雇用調整）を目的として行われ、主として年功序列制のもので賃金水準が高くなった中高齢者の人員を削減することによって、人件費コストの低減と従業員の年齢構成の改善を実施し、企業の活性化を図ることを目指したもの。
（３）優遇措置の種類
1.退職金の優遇措置
退職金の上乗せ
· 係数を乗じる方法
· 一定額を加算する方法
· 定年時の退職金を支給する方法
· 基本給または年収をもとに加算額を決める方法
2.退職金以外の優遇措置
· 退職日までの間の一定期間の勤務免除とその間の給与の支給
· 未取得の年次有給休暇の買上げ
· 社宅貸与の特例措置（退職後も一定期間居住することを認める措置）
· 再就職のあっせん
· 独立・開業支援　　　　　などなど

（３）早期優遇制度の設計
1.選択定年制の設計
年数設定の仕方と優遇措置の内容が重要
選択定年制は、恒常的な制度として設けられているため、就業規則等に規定しておく必要がある。
2.希望退職の設計
希望退職の募集を行うに際しては、適切な募集人員の設定、募集期間、対象者の条件を決める必要がある。
· 募集人員
企業の再建計画の十分な検討をもとに、新体制での適正な人員枠を決定し、それを超える余剰人員を割り出して適正な募集人員を設定することが重要。
· 募集期間
　　　希望退職の場合は、一時的、時限的な措置のため、募集期間は1週間から1か月程度と短期間とするのが一般的。
· 対象者の条件
　　　年齢や勤続、職種、役職などを限定して募集する。対象者を制限することは違法ではないが、「女性のみ」を対象とすることは、男女雇用機会均等法の関係で違法性が強い。
〔５〕ポイント制退職金制度とは

（１）ポイント退職金制度とは

毎年一定のルールに基づいて付与するポイントの合計に、あらかじめ定めたポイント

単価を乗じて退職金を算定する制度

「退職金額＝累積ポイント×ポイント単価×（退職事由別支給係数）」　＊資料I

（2） 特徴

・貢献度を退職金に反映

・退職金原資の膨張を回避

・給与体系の変更への対処が容易

・移行時に不利益変更のおそれが生じない

・企業年金と併用するハイブリット型が可能

・制度がシンプルで理解を得やすい

（３）種類

・職能（グレード）ポイント累積型

職能資格制度・職務グレード制度における等級・グレードに応じてポイントを毎年付与するもの

・評価反映型

同一等級・グレードであっても人事考課の結果により付与ポイントに差をつけるもの

・退職時ポイント型

退職時に格付されていた職能等級・グレードに応じて退職金ポイントを付与するもの

（４）職能資格制度・職務グレード制度

ポイント制退職金制度を導入するためには職能資格制度・職務グレード制度など、従業員が等級に格付けされている何らかの制度が導入されていることが前提

１．職能資格制度とは

従業員の保有能力に応じた資格（等級）を設け、従業員をいずれかの資格に格付けするとともに、その資格に基づいて賃金決定や、昇進、教育訓練などを行うもの。

資格等級に応じた退職金ポイントを設定することで退職金に勤続中の能力を反映させることができる

２．職務グレード制度

　職務の大きさ・難易度のレベルを基準にグレードを設け、従業員をその従事する職務に応じていずれかのグレードに格付けし、グレードに応じて処遇する制度。

（５）設計手順設計手順

　

　　　　　　　現行のモデル退職金給付水準の把握


　モデル退職金：新卒入社時に標準的な初任給を与えられその後も標準的な昇進・昇給を得ている場合の基本給を元に退職金を算定したもの

ポイント要素の決定



ポイント表の作成



ポイント単価の決定



移行措置

1． ポイント要素の決定

①ポイント要素の種類

ァ、職能（グレード）ポイント

　　　職能等級（グレード）ごとにポイントを付与するもの。通常同一等級に1年滞留するごとにあらかじめ定めた職能（グレード）ポイントを付与する

イ､勤続ポイント

　勤続年数に応じて付与するポイント。勤続年数にかかわらず一律のポイントとする方法と勤続年数が長くなるほどポイント数を逓増させる方法がある

ｳ、年齢ポイント

　従業員の年齢に応じて付与するポイント。年齢に応じてポイントを付与する方法と年齢が増すごとにポイントを逓増させる方法がある

エ､役職（職位）ポイント

　　　役職ごとにポイントを決め在任年数に応じてポイントを付与する

　　オ､貢献度ポイント

　　　役割をどれだけ達成したのか、どのような成果をあげたのかによってポイントを付与する

②ポイント要素の決め方

・単一要素か複数要素か

・どの要素を選択するのか

2． ポイント単価の決定

①一律単価型

　ポイント単価をひとつに限定するもの

②条件別単価型

　いろいろな条件に応じて単価を設定するもの

3． 移行措置

現行の退職金制度のもとですでに受けることが確定している金額をポイント単価で除し、そのポイントを過去ポイント（持ちポイント）とする

（６）適格退職年金とポイント制退職金制度の併設

1986年以前は、ポイント制は不当差別に該当するとして承認せず

1986年12月「ポイント制適格年金契約の取扱い」要綱により承認されることとなった

＜判断基準＞

・勤続期間中の要素ごとのポイントが累積によって算定されること

・給付額算定の基礎となる職能資格及び昇給基準が就業規則・労働協約で、また職能資格別ポイントが退職年金規定に明確に定められていること

・性別・職歴・学歴等の相違によってのみ差が設けられていないこと

・職能別ポイントの格差が概ね規則的であり極端な差が生じていないこと

・単年度ポイントの最高と最低の格差が大幅に乖離しないこと(10倍程度とされているが、15倍までは認可されている)

（7） 確定拠出年金とポイント制退職金制度の併設

確定拠出年金の掛け金をポイントに応じて設定することで併設が可能

１．ポイントを退職一時金と確定拠出年金に割り振る方法

ポイント制退職金制度における1年ごとに付与するポイントの一部を金額換算し確定拠出年金の掛金拠出に充当させる方法

　　２．確定拠出年金の掛金をポイントに応じて定める場合

確定拠出年金のみを実施する場合、掛金をポイントに応じて設定し、かつポイントは等級（グレード）に応じて設定することにより従業員の等級に応じて掛金を積立てることになる

（8） ポイント制退職金制度と退職給付会計

１．退職給付会計への影響

　　従来型の退職金・年金をポイント制に変更した場合、退職給付債務・費用への影響・効果はその変更内容により異なる。

　　賃上げに伴う退職金コストの影響は排除される

　　毎年の各従業員へのポイントの付与・総額などにより退職給付債務・費用の上昇をある程度コントロールすることができる。

　２．退職給付債務算定上の課題

　　将来の付与ポイントについてはモデルによる想定で将来のポイント上昇率を設定し、退職給付債務等を算定することになるため、毎期末想定と実態との乖離を見直す必要がある

（9） 実例

＊資料J

〔６〕退職金前払い制度

（１）退職金前払い制度とは

退職金を支給する代わりに退職金の支払に必要となる原資を毎月の給与や賞与に
上乗せして支払う制度のこと

	項目
	種類

	既存の退職金制度との関係
	1 既存の退職金制度廃止

2 既存の退職金の一部を移行

3 既存の退職金制度との併存

	前払いする退職金の割合
	1 退職金の全額を前払い

2 退職金の一部を前払い

	上乗せする賃金の種類
	1 毎月の賃金

2 賞与

	対象従業員
	1 従業員全員

2 新規採用従業員

3 希望者


（２）メリット・デメリット

	
	メリット
	デメリット

	企業
	1 退職給付債務が発生しない

2 賃金の中だるみ現象の解消

3 成果主義賃金の推進
	1 長期勤続の抑制

2 社員の忠誠心の抑制

3 功労報奨の性格を弱める

4 旧制度併存であれば事務の複雑化

5 早期退職優遇制度の設計に影響

	従業員
	1 退職金の早期活用に有効

2 自己運用が可能

3 賃金の中だるみ現象の解消

4 転職の阻害要因を弱める
	1 運用・老後生活など自己責任が高まる

2 税金の不利


（３）前払退職金制度の設計

1.設計にあたっての留意点

　①生涯賃金の維持・保障

　　　②退職金水準の改定に連動させて給付額を改定

　　　③既得権の保全・保護

　　2.設計上の留意点

①割引率の決め方

②税負担増への対応

　　　③給付額の配分方法

（４）上乗せ賃金の算定

原則：従来の退職金制度、前払い退職金制度どちらでも退職金原資が一致するように設計する

1.モデル定年退職金の算定

　　モデル定年退職金＝前払い金額の累計額＋前払い金額の運用利息

　　2.上乗せ賃金の算定

1 簡便法

次の式により求める比率だけ各従業員の毎年の賃金を増加させる方法

「α（比率：％）＝年間退職給与支払総額／年間賃金総額」

　年間退職給与支払総額

従業員に対して支払った退職金総額。企業年金支払の為に支給した金額を含む。毎年の変動額が大きければ過去５or10年間の平均とする

　　　　年間賃金総額

　　　　　毎月の所定内賃金の年間合計とする。毎年の変動額が大きければ5or10年間の平均とする。分母、分子ともどちらかを平均値とした時は、それにあわせる。

社会保険料の増加を考慮すると

「α＝年間の退職金支払総額／年間賃金総額（１＋社会保険料率）」

2 同一額支給方式

退職金が勤続年数とともに毎年同一額増加すると考える

「上乗額＝一年間の退職金増加額／（１＋ｒ）退職までの年数」

Ｒ：予想利回り

3 変動額方式　

（５）前払い退職金制度と退職給付会計

　　　退職給付債務の対象とならないため、確定給付制度からの移行割合が高いほど退職給付債務が圧縮され、Ｂ／Ｓ上の退職給付引当金も減少する。

退職給付費用については、退職給付費用は減少するものの、退職金前払い金が発生するためＢ／Ｓ上の効果に比べ、Ｐ／Ｌの費用減少効果は限定的である。

（６）実例
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